
建築設計・計画専門団体による発注関連支援業務の実施の見込み
のある者の紹介等の取組みの類型とその窓口について（案）
（東北地方ブロック・建築計画及び設計分野）

相談対象
地域

右記の周知・紹
介の相談窓口
等としての、課
題の整理の進
め方に係る助
言

【計画支援関連】
左記の課題に対応した
計画支援業務が実施
可能な専門家を募集し
ていることの所属会員
限定の周知

【計画支援関連】
左記の課題に対応
した計画支援業務
の実施の見込みの
ある者の紹介

【設計発注者支
援関連】設計発
注支援業務の実
施の見込みのあ
る者の紹介

連絡先

（調整中）
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■留意事項

• 本リストは、公共施設・公共的空間等の価値の維持・向上や地域の課題解決への有効活用に取り組む自
治体と民間専門団体の側で、中立の団体による専門家の紹介等に関する認識を揃える機会を提供するた
めに作成したものであり、問い合わせ先を限定したり、誘導することを目的としない。

• 背景となる考え方については、「建築設計・計画専門家団体による発注関連支援業務の実施の見込みの
ある者の紹介等の取組みの類型や問い合わせ窓口の情報の整理と提供について（案）」（東北地方ブロッ
ク（宮城）公共施設・公共的空間等の機能の維持・向上及び地域の課題解決への有効活用に係る意見交
換会資料（令和元年６月２８日版））を参照。

• 記載内容は、「発注者支援業務事例集」（平成30年５月 国土交通省大臣官房官庁営繕部）に掲載の団体
に対し、東北地方ブロック内での取り組みについて、東北地方整備局建政部より照会を行い、その回答を
元に作成したものである。（対応が困難であるとの回答があった場合には、掲載を省略している。）

• 本リストの「計画」は、個別の施設を中心とした、最大でも近隣の施設との連携などの内容に留まる空間の
計画を想定しており、より広い地域を対象とした各種のまちづくり計画や構想等を含まない。

• 「～所属メンバー内限定の周知」については、Webサイトの会員専用ページ等による周知を想定している。
掲載する情報の中に情報管理に関する協力依頼を含めることは可能と考えられるが、厳密な管理は困難
と見込まれ、会員専用ページや会員用パスワードの管理等について、自治体と団体の間で合意した上で
用いる手法と想定している。

• 掲載した情報への会員からの回答について団体がとりまとめて自治体に提供することの可否、掲載する情
報の中に自治体を連絡先として記載する必要性等については、それぞれの団体毎に取扱いが異なるため、
個別に確認が行われることを想定している。 【次頁に続く】 ２／３
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■留意事項 【前項より】

• 東北地方整備局建政部からの照会に際し、「～実施の見込みのある者の紹介」については、以下の要件
を満たしつつ、自治体のニーズに応じ得ると考えられる専門家（候補者）の紹介に取り組む意志があること
を確認しているが、具体の運用にあたり、様々な取り決めが必要となる場合があり得る。自治体・団体の両
者の必要に応じて、中立性、守秘義務、責任範囲などに関する文書の交換、協定、契約の締結等が検討
されるべきである。

【要件】

（１）中立の立場から紹介を行えること。

（２）紹介を無償で行えること。 （ここで用いる”紹介”は発注者者支援その他の支援を行いうる者の紹介を指し、発注者支援そのものの
内容を含まない。なお、発注者支援に含まれる内容の詳細については、別途、各団体・自治体間で確認することを想定している。）

（３）紹介の相談を受けた際に入手した情報の取扱いについては、自治体の希望に応じ相談を受けた者が適切に管理できること。（候補
者を選定するにあたり、団体内で複数の者が話し合いを行う仕組みを用いる場合等については、事前に自治体の了解を得ることを想定して
いる。）

（４）相談を受けたことの記録と、その内容についての自治体の希望に応じた情報管理が適切に行えること。なお、相談を受けた者自身
が支援業務等に携わることが見込まれる際には、支援業務の実施の見込みのある候補者の紹介がなされたものと見なしうるか否かについ
て、中立の団体の立場から自治体に対して明らかにすることを想定している。（自治体が「中立の団体からの紹介」であることを重視していな
いことが事前に確認され、両者の閲覧が可能な形で記録されている場合はこの限りでない。）

（５）相談を受けた者以外の候補者を紹介するにあたっては、候補者に対して“自治体に紹介したこと”を伝えるか否かについて、自治体
の意向に沿えること。（（３）括弧書きの話し合いの中に含まれる者を紹介する場合には、自治体の必要に応じ、（４）と同様の整理を行えるこ
と。）

（６）自治体が希望する場合には、候補者と自治体の間の連絡の仲介を行えること。（連絡の仲介には業務の詳細や報酬に関する交渉
の仲介は含まないことを想定。）

• 地域における専門家の多寡その他の条件により、上の表において「～実施の見込みのある者の紹介」を
可としていても、自治体の希望通りの紹介（当該地域内での紹介など）が難しい、あるいは紹介までに時間
を要する場合があり得る。

３／３

令和元年６月２８日版


